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はじめに

本研究班では， 2002年度以降， r環境条件の変化を
もたらす産業活動の実態」をメインテーマとして研究を

行ってきた。これまでの研究内容は，諏訪・天竜地域を

越えてより広範な環境閣題を扱うも布になっている。

2005年度は， 2004年度までの成果を踏まえて，メンバ

ーが各自のテーマを深化させ研究を進めた。2004年度

には4つのテーマを掲げた。

1.環境管理，共生型社会システムの形成に関する調

査研究

2.長野県市町村における環境管理機能に関する研究

3.産業界における環境への取り組みに関する研究

4.高度成長期以降の諏訪湖の水質に関する衛星デー

タによる研究

このうち， 2005年度においては， 1，2は諏訪・天竜プ

ロジェクトの研究テーマとして，.3，4は，諏訪・天竜プロ

ジェクトとは別途に行うこととした。

1 .環境管理、共生型社会システムの形成に関する

調査研究

研究成果の概要

諏訪・天竜地域における環境管理・共生型社会シス

テムの形成という課題を解明するためには，環境分野に

おけるコミュニティと企業のinteractionに着目することが

重要であると考えられる。本研究班では，こうした観点か

ら，本年度，諏訪・天竜地域において想定されるピジネ

スモデルを念頭に置きつつ，小規模コミュニティを基礎

とした環境分野におけるコミュニティと企業のinteraction

についての調査，分析を行うこととした。

調査，分析のキーワード、のひとつは， r社会的企業」
social enterpriseの概古でである。社会的企業部土利益

のみを目的とせず，地域での福祉活動，環境対策，マ

イノリティーへの支援等を展開する事業体を指す言葉

であるが，新たな共生型社会システムの中核を担うもの

として，近年，欧米諸国において大きな関心を集めて来

ている。本研究班では，英国をはじめとした欧米諸国及

びわが国における社会的企業の実態を調査し，これを

ふまえつつ，リサイクル事業等を例に，事例研究を行う

こととした。

わが国においては，環境分野における社会的企業を

中心としたビジネスモデルは，通常「環境コミュニティ・ビ

ジネス」と呼ばれており，すでに数多くの事例が見受け

られる。 (90年代後半に設立されたわが国のコミュニテ

イ・ビジネスのうち， 1割弱が環境コミュニティ・ビジネスで、

あると推定される。)

本研究班では，本年度，わが国における環境コミュニ

ティ・ビジネスの先進事例として，①新聞紙のリサイクル

に関するビジネスモデル(福岡)及び②廃食用油のリサ

イクルに関するビジネスモデル(秋田)の二つの事例を

取り上げた。

前者は，分別収集が行われているにも関わらず，処

理コストの高騰等から焼却処理されて来た古新聞につ
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いて，自治体や地域住民とも協力しつつ， NPO法人が

中心となって安定的なリサイクル・システムを確立しよう

というものである。本事業では，住民の持参した古新聞

紙の量に応じて，地域の公共交通機関で利用可能な

地域通貨を発行するなど，地域ぐるみで共生型社会シ

ステムの構築のための実験が行われており注目に値す

る。

後者は，住民，自治体，企業(スーパー・マーケット)

等との連携・協力の下に，廃食用油をBDFとして活用

するベンチャー・ビジネスを設立した事例である。本事

例においては，公的な事業に比べて自由度の高いベン

チャー企業の特性を生かしつつ，地域内のBDFに関

するエネルギー循環システムを確立しようと試みている

点が注目される。

これらの事例は，地域の廃棄物問題の象徴である古

新聞や廃食用油のリサイクルを，自治体等の公的部門

に依存することなく，社会起業家のボランタリーなイニシ

目アティブ、に基づいて，コミュニティ連携型の事業としてビ

ジネス化しようというものであるが，現状においては，自

治体や地域住民の協力にも関わらず，法制度や技術

面の制約もあって，必ずしも採算が成り立つ状況には

至っていないことに留意する必要がある。

諏訪・天竜地域においても，規模や分野，事業の推

進主体は別として，すでに，類似の事業への取り組み

事例が散見されている。今後は，社会的企業の概念を

ひとつの手がかりとして，諏訪・天竜地域への環境コミュ

ニティ・ビジネスの本格的導入のフィージピリティを明ら

かにしていくことが課題であると考えられる。

関連業績

樋口一清(2006):わが国のコミュニティ・ビ、ジネスの動向

と社会的企業のあり方に関する一考察.信州大学環

境科学年報28，印刷中.

2.長野県市町村における環境管理機能に関する研

究

研究成果の概要

本研究班では， 2002年2月に長野県市町村に対して

環境行政に関するアンケートを実施した。 2004年度に

はアンケート調査を分析した結果を取り極め公表した。

2005年度はアンケートの分析をさらに進め，市町村に

おける環境問題の認知の違いを多変量解析により詳細

に分析し次のような結果が得られた。

市町村が当面する環境問題について因子分析を行

い，次の3因子を抽出した。第1因子(産業型問題因子)， 

第2因子(廃棄物問題因子)，第3因子(非大都市型問

題因子)。

環境問題への認知の違いから，長野県市町村は3つ

のグ、ループに分類される。Aグ、ノレープ(産業型問題高認

知)， Bグループ(廃棄物問題高認知，産業型問題・非

大都市型問題低認知)，cグ、ループ(産業型問題・廃棄
物問題・非大都市型問題低認知)。

長野県市町村の約70%は， Cグループ(産業型問題・

廃棄物問題・非大都市型問題低認知)に分類され， C

グ、ノレープの分布には地域差がないとd思われる。

Aグループ(産業型問題高認知)は南信地域に多く，

Bグループ(廃棄物問題高認知，産業型問題・非大都

市型問題低認知)は東信地域に多い可能性がある。

アンケート調査を実施した2003年2月以後，長野県

でも市町村合併が行なわれている。すでに合併した市

町村，あるいは，今後合併する市町村問で環境問題へ

の認識が異なるケースがみられる。例えば， 2005年4月

に4市町村が合併して新設された佐久市では，旧佐久

市と望月町はCグループ，臼田町は Bグループ，浅科

村は Aグループに分類された。新たに誕生した自治体

では，合併以前の自治体単位での環境問題への認知

の違いに配慮した環境行政が期待される。

アンケートの他の多くの項目では，環境関連施策の

実施率は，自治体規模が大きいほどが高い傾向があっ

たが(柳町ほか， 2004)，当面する環境問題への認識に

は，自治体規模によるちがいが統計的に認められたの

は，第1因子(産業型問題)のみであった。

本研究の結呆は，アンケートの集計に基づくものであ

り，自治体毎の環境問題に対する認識の微妙な差異に

関しては，把握できない点もあると考えられるが，閉じ条

件下で実施された調査であり，環境問題への認識に関

する一定の側面を客観的に捉えたものといえる。アンケ

ート調査では把握できない個別の事例については，ヒア

リング等の調査が必要であろう。

今後，諏訪・天竜プロジェクトの成果を元に，さらに長

野県における環境問題に関して，自治体と住民がどの

ように協働した取り組みを行い得るのかに閲して研究を

進めたいと考えている。

関連業績

柳町晴美(2005):長野県市町村における環境問題の

認知について.信州大学山地水環境教育研究セン

ター研究報告，第4号， 1-10. 

http://附 w.water.shinshu-u.ac必Ireport/r41

柳町晴美(2005):長野県市町村における環境問題の

認知について.日本地理学会発表要旨集， No.68， 

33. 

100一


